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1．アジリティが重要な時代 

 ソフトウェア、社会、人々が密接に関わり、不確実性を増しつつある今日、市場や顧客

の反応を素早く得て、要求や環境の変化に適応可能な俊敏さ（アジリティ、Agility）がソ

フトウェア開発に必要である。本稿では、アジリティを追及する「アジャイルソフトウェ

ア開発」（Agile Software Development）について、よくある誤解も含めて様々な捉え方や

起源、再定義の動きを紹介する。そのうえで研究との関係として、アジャイル開発に対す

る研究（Research for Agility）と、研究をアジャイルに進める取組み（Agility for Research）

の両面を取り上げて、最後に将来を展望する。 

 

2. つまりアジャイル開発とは 

 ソフトウェア開発においてこれだけ普及し、これだけ誤解されている概念は他には無い

だろう。海外におけるアジャイル開発の導入は 9 割以上の開発組織に及び、国内において

も約 6割は導入済みというデータがある1。この海外と国内の差の背景としては、Hofstede 

Index に見て取れるように日本の組織が保守的で不確実性を忌避する傾向にあることや、雇

用の流動性が低く個々人のプロフェッショナルの意識が育ちにくいことなどがあげられる。

また、誤解が蔓延していることも要因の一つであろう。 

 そのよくある誤解は、「アジャイルではドキュメントはいらない」「行き当たりばったり

に各自が好きなように作ることがアジャイル」「特定の手法こそがアジャイル」といったも

のである。これらはすべて間違っている。アジャイル開発とは、特定の何かをする（Do Agile）

ことではなく、アジリティのマインドを持つこと（Be Agile）である。 

 そのマインドは、「軽量な」開発プロセスの関係者らが 2001 年に合意したアジャイルソ

フトウェア開発宣言2にある。具体的には以下の 4点に価値をおく姿勢である。 

 （プロセスやツールよりも）人間と人間関係 

 （ドキュメントよりも）動くソフトウェア 

 （契約交渉よりも）顧客との協力 

 （計画に従うことよりも）変化への対応 

 

3. アジャイル開発の手法と起源 

eXtreme Programming（XP）[1]や Scrumに代表されるアジャイル開発手法やプロセス

                                                   
1 http://sec.ipa.go.jp/users/seminar/seminar_tokyo_20150708-01.pdf 
2 http://agilemanifesto.org/ 
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は、アジャイルマインドに基づきアジリティを発揮させる有効な手段である。それらに共

通のプロセスモデルを図 1に示す。XPが開発者視点、Scrumがマネージャ視点であり実践

が推奨される事柄（プラクティス）に違いはあるものの、顧客参加を促しながら開発期間

を短い単位（イテレーション）に区切って反復的に進めることで迅速かつ探索的・適応的

に開発し顧客満足度を高める点は共通している。 

 

図 1. アジャイル開発プロセスの共通モデル（[2]より） 

 

それらの起源は、Christopher Alexander のパターンランゲージと、Edwards Deming

による生産・品質管理の諸理論に遡ることができる。 

前者は、心地よい都市環境や建築に共通の形や形成プロセスを、関係づけられたパター

ン群として言語化する考え方である。ソフトウェア開発の組織やプロセスに持ち込まれた

結果、90年代の「段階的実施」「ペア開発」といったパターンをまとめた Coplienの『開発

工程の生成的パターンランゲージ』や、「作業分割」といったパターンをまとめた

Cunnighamの『エピソード』などにアジャイル開発プロセスの源流を見ることができる[3]。 

後者におけるもっとも著名な理論は PDCA/PDSA サイクルであり、それを実直に用いた

歴史上初（1976年発表）のアジャイル開発手法として Evoが知られている。さらに Deming

の考え方をベースとして製造業で成功をおさめた考え方としてトヨタ生産方式・リーン思

考がある。これは顧客への価値を生み出す各工程における無駄や遅れを取り除き価値を最

大化する流れ（バリューストリーム）を作り管理する考え方であり、Scrum やリーンソフ

トウェア開発の源流となっている。 

さらに名称としての「アジャイルプロセス」の初出は、富士通株式会社における開発と



プロセス進化をまとめた青山教授の論文[4]である。 

「すること」や手法の制度化（例えば Scrumマスターの認定制度）によりアジャイル開

発は今日の隆盛をみているが、結果として皮肉にもマインドが見失われがちである。これ

らの源流に触れることでソフトウェア開発におけるアジリティを再考することの意義は大

きい。 

 

4. アジャイル再定義 

アジャイル宣言から時間が長く経過しツールやプロセスが成熟する中で、他分野の理論

を応用してアジャイル開発の価値を再検証・再定義する動きが活発である。例えば意思決

定の状況を整理した Cynefinフレームワーク[5]（図 2）に基づくと、アジャイル開発におけ

る反復的・漸増的な開発とフィードバックは「複雑」な場合に適すると捉えられ、逆に言

うと「複合的」「単純」な状況下ではその必然性がない。しかし「複雑」な状況についても、

プロセスそのものを反復的に改善し続ける仕組みが未確立であるため、アジャイル開発も

含め実は十分ではないという指摘がある[5]。 

また Joshua Kerievskyはツールやアジャイル宣言を現代風に見直して「モダンアジャイ

ル」と称し、集団心理学などを参考に以下の 4点に価値を置くと再定義している3。 

 人々を尊重し輝かせること 

 心理的安全性を前提とすること 

 素早く実験し学習すること 

 価値を継続的に届けること 

 アジャイル開発のコミュニティにおいて、「アジャイル」そのものを絶えず見直し時々の

状況に適応させようという動きは自然なものであり、それこそがアジャイル開発が今後も

生き残り主流であり続ける要因といえる。 

 

 

図 2. Cynefinフレームワーク（[5]より） 

                                                   
3 http://modernagile.org/ 
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5. アジャイル開発と研究 

 Research for Agility としては、前述のような理論的枠組みによる再考に加えて、アジリ

ティを発揮するうえで有用であると経験的に知られるプラクティスに対してデータにより

実証するものや[7]、モデル化やシミュレーションさらには大規模サーベイを通じて個々の

プラクティスおよびアジャイル開発全体の成功要因および留意点を明らかにするものがあ

る。例えば筆者らは、シミュレーションを通じて、要求の不確実性や関係の複雑さに応じ

て最適なイテレーション期間が異なることを明らかとした[2]。さらに、源流であるパター

ンやパターンランゲージに回帰して、プラクティスや関連する取り組みをパターン化する

動きも活発である4。例えば筆者らは、アジャイル開発における品質保証の取り組みをパタ

ーン群として記述し「アジャイル品質」として提唱している[7]。 

 Agility for Researchについては、ソフトウェア工学に限らず研究活動全般が本来的に探

索的であることを考えると、それへのアジャイル開発の適用は自然なものといえる。事実、

大学や企業においてソフトウェアやハードウェア等の研究活動へ多く適用され、コミュニ

ケーションの効率化や、無数のアプローチの高速な適用・検証の繰り返しの効果が報告さ

れている（例えば[8]）。 

 

7. アジリティの行方 

 本稿ではソフトウェア開発におけるアジリティを、マインドや手法、研究などの様々な

角度から取り上げた。ソフトウェア開発においてアジャイル開発が定着し評価され再考さ

れてきた今日、さらなる進展の方向性として適用対象や規模の拡大が挙げられる。 

 具体的には、前述のようにソフトウェアに限らず、ハードウェアを含むシステムの研究

開発に対してアジャイル開発を適用するアジャイル・システムズエンジニアリング[8]が一

つの流れであり、今後の進展とシステムズエンジニアリング特有の課題識別や拡張が期待

される。 

もう一つは、組織全体とアジャイルの関係の進展であり、「エンタープライズ・アジャイ

ル」と「アジャイル・エンタープライズ」[9]の二つがある。前者は、アジャイルソフトウ

ェア開発のプラクティスの適用を組織レベルへと拡大する流れであり、Scaled Agile 

Frameworkや Disciplined Agile Delivery 等のフレームワークが用いられつつある。一方

の後者は製造業を中心として、リーン思考やリーンマネジメントを起点に市場などの環境

変化に適応的な組織レベルのアジリティを探求する 1990年代から歴史ある流れである。両

者は異なるコミュニティで研究実践され今日に至るが、変化への組織的な適応といった点

は当然ながら共通である。リーンという共通の源流を持つこともあり、今後のコミュニテ

ィや領域を超えた議論と発展を期待したい。 

 

                                                   
4 http://www.scrumplop.org/ 
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